【H24・H28法改正に伴うモデル定款の変更内容（定款変更認証申請書記載例）】
この記載例は、H24年4月1日施行法改正にH28年法改正を加えたものです。

既に、法人の定款の文章が「新」になっている条項文は、この表から削除してご利用ください。
（注意！）この定款は、モデルですから、各法人の定款の文言や「てにおは」、条項表示（条項の小見出しや第○条の数字）に差異がある場合があります。

このため、必ず「旧」の条文の文章は、自分の法人の定款を確認して写してください。
様式第４号（第7条関係）
年　　月　　日
佐賀県知事　様
（特定非営利活動法人の名称）　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　㊞　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　
定款変更認証申請書
　下記のとおり定款を変更することについて、特定非営利活動促進法第２５条第３項の認証を受けたいので、申請します。
記
１　変更の内容
新旧対照表

	新
	旧

	第１章　総則
第２条　（略）
２　この法人は、前項のほか、その他の事務所を○○に置く。
（※従たる事務所が元々ない場合は削除）

第４章　役員

（役員の職務）

　第１５条　理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。

　２　理事長以外の理事は法人の業務についてこの法人を代表しない。
３　（略）
４　（略）
  ５　（略）
（解任）

第１８条　役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを解任することができる。この場合、その役員に対し、議決する前に弁明の機会を与えなければならない。

（１）職務の執行に堪えないと認められるとき。

（２）　（略）

第５章　総会

（権能）

　第２３条　総会は、以下の事項について議決する。

　（１）定款の変更

（２）解散

（３）合併

（４）事業計画及び活動予算並びにその変更

（５）事業報告及び活動決算
（６）役員の選任又は解任、職務及び報酬

（７）入会金及び会費の額

　（８）借入金（その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く。第４９条において同じ。）その他新しい義務の負担及び権利の放棄

（９）事務局の組織及び運営

（１０）その他運営に関する重要事項

【※上記の権能事項が理事会にある場合は、理事会の権能を変更します。】

（開催）

　第２４条　（略）
　２　臨時総会は、次に掲げる一に該当する場合に開催する。
（１）～（２）　（略）

（３）第１５条第５項第４号の規定により、監事から招集があったとき。
（議決）

第２８条　　（略）
２　（略）
３　理事又は正会員が総会の目的である事項について提案した場合において、正会員の全員が書面により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の総会の決議があったものとみなす。
（議事録）

　第３０条　総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
　（１）～（５）　（略）

　２　議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名、押印しなければならない。　
  ３　前２項の規定に関わらず、正会員全員が書面により同意の意思を表示したことにより、総会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

（１）総会の決議があったものとみなされた事項の内容

（２）前号の事項の提案をした者の氏名または名称

（３）総会の決議があったものとみなされた日

（４）議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

第６章　理事会

（開催）

第３３条　理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。
　（１）～（２）　（略）
（３）第１５条第５項第５号の規定により、監事からの招集の請求があったとき。
（表決権等）

第３７条　（略）

２　（略）

３　前項の規定により表決した理事は、第３６条第２項及び第３８条第１項第２号の適用については、理事会に出席したものとみなす。

第７章  資産及び会計

（資産の構成）

第３９条　この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

（１）～（３）　（略）

（４）財産から生じる収益
（５）事業に伴う収益
（６）その他の収益
（事業計画及び予算）

第４４条　この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、理事長が作成し、総会の議決を経なければならない。

（暫定予算）

第４５条　前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を講じることができる。

２．前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。
【予備費の条項がある場合のみ】

（予備費の設定及び使用）

　第○条　予算超過又は予算外の費用に充てるため、予算中に予備費を設けることができる。

２　（略）

（事業報告及び決算）

第４７条　この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならない。

２　（略）
第8章 定款の変更、解散及び合併

（定款の変更）

　第５０条　この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の４分の３以上の多数による議決を経、かつ、 法第２５条第３項に規定する以下の事項を変更する場合、所轄庁の認証を得なければならない。

（１）目的

（２）名称
（３）その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類
（４）主たる事務所及びその他の事務所の所在地（所轄庁変更を伴うものに限る）
（５）社員の得喪に関する事項
（６）役員に関する事項（役員の定数に関する事項を除く）
（７）会議に関する事項
（８）その他の事業を行う場合における、その種類その他当該その他の事業に関する事項
（９）解散に関する事項（残余財産の帰属すべき事項に限る）
（１０）定款の変更に関する事項
（解散）

第５１条　この法人は、次に掲げる事由により解散する。

（１）～（４）　（略）
（５）破産手続開始の決定
（６）　（略）
２　（略）
３　（略）
（残余財産の帰属）

第５２条　この法人が解散（合併又は破産手続開始の決定による解散を除く）したときに残存する財産は、法第11条第3項に掲げる者のうち、・・・[以下、各法人の定款の文章を記載する]（※）・・・に譲渡するものとする。
（※「民法第34条に規定する法人に譲渡する」と定めている場合、旧民法第34条は廃止されていますので変更してください。
　法11条第3項により特定非営利活動法人、国、地方公共団体（県、市町等）、公益社団法人、公益財団法人、学校法人、社会福祉法人、更正保護法人に限定されます。「解散総会で選定した者」とすることも可能です。）
第９章　公告の方法

（公告の方法）

　第５４条　この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載しておこなう。

　ただし、貸借対照表の公告は、・・（※）・・に掲載して（あるいは「によって」）行う。

附則　　（略）

※「法人ホームページ」「内閣府ポータルサイト」「官報」「○○新聞」「法人の掲示場」等、具体的に記載します。


	第１章　総則
第２条　（略）
２　この法人は、前項のほか、従たる事務所を○○に置く。
第４章　役員

（役員の職務）

　第１５条　理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。
２　（略）
３　（略）
  ４　（略）
（解任）

第１８条　役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを解任することができる。この場合、その役員に対し、議決する前に弁明の機会を与えなければならない。

（１）心身の故障のため、職務の執行に堪えないと認められるとき。

（２）　（略）

第５章　総会

（権能）

　第２３条　総会は、以下の事項について議決する。

　（１）定款の変更

（２）解散

（３）合併

（４）事業計画及び収支予算並びにその変更

（５）事業報告及び収支決算
（６）役員の選任又は解任、職務及び報酬

（７）入会金及び会費の額

（８）借入金（その事業年度内の収入をもって償還する短期借入金を除く。第４９条において同じ。）その他新しい義務の負担及び権利の放棄

（９）事務局の組織及び運営

（１０）その他運営に関する重要事項

（開催）

　第２４条　（略）
　２　臨時総会は、次に掲げる一に該当する場合に開催する。
　（１）～（２）　（略）
　（３）第１５条第４項第４号の規定により、監事から招集があったとき。
（議決）

第２８条　（略）

２　（略）
（注：このみなし総会決議条項を採用するかどうかは法人の判断。採用しない場合は、変更不要）

（議事録）

　第３０条　総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
　（１）～（５）　（略）

　２　議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が署名、押印しなければならない。　
　（注：上記28条注に同じ。）
第6章 理事会

（開催）

第３３条　理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。
　（１）～（２）　（略）

（３）第１５条第４項第５号の規定により、監事からの招集の請求があったとき。
（表決権等）

第３７条　（略）

２　（略）

３　前項の規定により表決した理事は、第３８条第１項第２号の適用については、理事会に出席したものとみなす。

第７章  資産及び会計

（資産の構成）

第３９条　この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

（１）～（３）　（略）

（４）財産から生じる収入
（５）事業に伴う収入
（６）その他の収入
（事業計画及び予算）

第４４条　この法人の事業計画及びこれに伴う収支予算は、理事長が作成し、総会の議決を経なければならない。

（暫定予算）

第４５条　前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じて収入支出することができる。

２．前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。
【予備費の条項がある場合のみ】

（予備費の設定及び使用）

　第○条　予算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることができる。

２　（略）

（事業報告及び決算）

第４７条　この法人の事業報告書、収支計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならない。

２　（略）
第8章 　定款の変更、解散及び合併

（定款の変更）

第５０条　この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の４分の３以上の多数による議決を経、かつ、軽微な事項として法第２５条第３項に規定する以下の事項を除いて所轄庁の認証を得なければならない。
　（１）主たる事務所及びその他の事務所の所在地（所轄庁変更を伴わないもの）

　（２）資産に関する事項

　（３）公告の方法

（解散）

第５１条　この法人は、次に掲げる事由により解散する。

（１）～（４）　（略）
（５）破産
（６）　（略）
２　（略）
３　（略）
（残余財産の帰属）

第５２条　この法人が解散（合併又は破産による解散を除く）したときに残存する財産は、法第11条第3項に掲げる者のうち、・・・[以下、各法人の定款の文章を記載する]・・・に譲渡するものとする。
第９章　公告の方法

（公告の方法）

　第５４条　この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載しておこなう。

附則　（略）


２　変更の理由
　・平成24年４月１日施行法改正に伴う変更
　・平成28年法改正に伴う変更（貸借対照表の公告の追加）

※申請書として利用する場合は、以下の文章は削除してください。
【定款変更附則の記載方法】

　今回の定款変更に伴い「附則」を付ける場合は、以下の文面を参考にして作成してください。

附則（平成○年○月○日総会（あるいは「社員総会」）議決）

この定款は、所轄庁の定款変更認証日から施行する。

但し、第54条後段ただし書きの規定は、改正法附則の「第2号施行日」（あるいは「改正法附則第1条第2号に掲げる規定の施行日」）から施行する。

（※「○○（あるいは「○○」）は、そのどちらかを記載します。社員総会か総会かは法人の定款でご確認ください。）
【貸借対照表の公告に係る定款変更条文の参考事例】
平成28年6月7日公布された改正NPO法により、平成30年秋ごろから「資産の総額」変更登記は法人自身の手による「貸借対照表の公告」に変更になります。これに伴い、定款の「公告の方法」条項を変更する必要が生じてくる法人があります。（法第28条の2第1項）
　定款の変更（「貸借対照表の公告」の追加）については、以下を参考にしてください。

（定款「公告の方法」の条文の事例についての註）
「この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載しておこなう。」
　これは従来のモデル定款の条文です。ほとんどの法人がこのモデル条文を実際に定款として使用しています。
この条文のままで、貸借対照表の公告を行うことも可能です。しかし、この場合「二つの公告方法を両方行わなけれればならない」（貸借対照表の公告を別に定める場合は、方法は一つでいい）「官報掲載には掲載料が必要である」（無料の方法がある）ことを認識しておかななければいけません。
佐賀県は全法人に平成29年1月18日付で送付した「特定非営利活動促進法の改正概要について」の資料として注意を促しています。
A）「この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載しておこなう。ただし、貸借対照表の公告は、○○によって行う。（○○を利用して行う）（○○に掲載して行う）」
[○○には「官報に掲載」「○○新聞に掲載」「法人ホームページ」「内閣府ポータルサイト」「法人の掲示場」等から一つ記載すれば可]
　この条文は、佐賀県が法人向けに送付した資料の「モデル新定款」の条文です。貸借対照表の公告は別に定めることができることから、「ただし書き」を付加したものです。
この他に以下の条文も考えられます。
B）「この法人の公告は、この法人のホームページに掲載して行う。ただし、解散時の公告、清算時の破産手続開始決定の公告は官報に掲載しておこなう。」
　「この法人の公告は、この法人のホームページに掲載して行う。ただし、特定非営利活動促進法第31条の10及び第31条の12の公告は官報に掲載して行う」
　この条文では、NPO法に規定された官報掲載についてただし書きで記載し、それ以外の（貸借対照表の公告を含めて）公告は、ホームページで行うという内容で、これも可能です。

C）「この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、法人のホームページに掲載しておこなう。ただし、貸借対照表の公告は法人のホームページによって行い、特定非営利活動促進法に公告の方法を官報と規定された事項については官報に掲載して行う。」
　この条文は、公告の基本文は掲示とホームページですが、NPO法に規定された条項は官報に、貸借対照表の公告はホーページ一つだけとして付加したものです。
公告の方法で「官報」をまったく記載していない場合でも、定款より上位法が優先するので、「解散の公告」「清算時に判明した破産手続開始決定の公告」の二つは「官報に掲載」しなければなりません。


このため、定款にも、③④のように主文に「官報に掲載」がない場合は、官報で掲載すべき事項も付加しておくのが妥当でしょう。








